平成17年（ワ）第87号、平成18年（ワ）第16号 遺伝子組換えイネ野外実験差止等請求事件　　　
原　　告　　山　田　 　稔　ほか２２名
被　　告　　(独) 農業・食品産業技術総合研究機構

原告準備書面 (１４)
２００６年１０月２５日
新潟地方裁判所高田支部 民事部 御中
原告代理人　弁護士　　　安　藤　　雅　　樹　

　　　　　　　　　　同　　　　　神　山　　美智子

　　　　　　　　　　同　　　　　柏　木　利　博

　同　　　　　光　前　 幸　一

同　　　　　近　　 藤　　卓　 　史

　同　　　　　竹　　澤　　　　克　　己

                                     同　　　　　　伊　　達　　　雄　　 介

　　同　　　　　　冨　　山　 　喜　久　雄
　同　　　　　馬　　場　　　 秀　　幸

　　　　　　　同　　　　　　若　　槻　　　良　　宏

　　同　　　　　　柳原　敏夫
　被告の「平成１８年10月10日付意見書」、準備書面（１８）
に対し、原告の意見を簡潔に述べておく。

第1、鑑定の目的

１　本鑑定の目的はいわゆる黒田実験（乙19．同25）の検証であり、被告が主張する「本ＧＭイネが産生するディフェンシンはイネ体外に一切溶出しない」という事実の真否である。

　　　そもそも本鑑定が取り沙汰される発端は、原告準備書面(4)冒頭で明らかにしている通り、原告が提起した「ディフェンシン耐性菌」問題に対し、被告は当初、「抗菌作用の穏やかな性質」を理由にディフェンシンと微生物が接触しても耐性菌は容易に出現しないと主張していたものを、その後、黒田実験と黒田報告書（乙19）を根拠に、「ディフェンシンがイネ外部に流出する可能性は一切存在しない」（準備書面(2)５頁２(3)）として耐性菌発生の危険を否定し出したことにある。

これに対し、裁判所は、溶出の有無の確認は実験によるのが最善と思慮され、また、実験するのであれば中立的な第三者機関によってという当然の指摘もあって、黒田実験の正当性を第三者機関で鑑定することとなったものである。このような経緯に照らせば、本鑑定の目的は、当然、「ディフェンシンが本GMイネの外部に出る可能性は一切存在しない」という被告主張の真実性を明らかにすることになる筈であり、それゆえ、本鑑定における「証すべき事実」も、原告らの鑑定嘱託申立書に記載したとおりのものとなる。

　

　２　被告は準備書面（１８）において、黒田実験の正当性を前提に原告が主張する「カラシナ・ディフェンシンの常時大量流出論」には根拠がなく、したがって鑑定の必要もない旨論じているが、本鑑定の目的は、上記のとおり黒田実験の正当性そのものの検証であり、そもそも、原告らは「カラシナ・ディフェンシンの常時大量流出」論などというものを論じたことは一度としてない。

　

３　ディフェンシンと耐性菌発生の機序については、黒田氏をはじめとする被告職員執筆の論文「抗菌蛋白質ディフェンシンの多用な機能特性」（甲３）に述べているとおり、いまだ未解明な点があるが、原告らは、今までの遺伝子非組換えイネとは異なる「常時、大量にディフェンシンを産生するイネ」を人工的に作り上げた場合の危険を論じているのであり、イネが体内で産生し、体外に溶出するディフェンシン量やその機序がもたらす耐性菌発生の可能性については、広範なケースの検討が必要なことは既提出の生井陳述書(3)（甲70）、木暮意見書(2)（甲71）に詳細に述べられているとおりである。原告らは、本GMイネから合理的に予測される危険を、常時大量のディフェンシン「流出」に限定しているわけでは全くない。

４　また、被告は、原告らが鑑定の結果に対して難癖をつける可能性があると人格非難までしているが（10月10日付意見書４頁(2)）、そのような心配は無用である。そのような非難に時間を費やすより、当事者がいま傾注すべきことは、双方から非難されるおそれを排除したできるかぎり合理的かつ確実な鑑定方法を、前向きに探求することである。

第２、鑑定嘱託先について

１　原告が提案する鑑定嘱託先について

(1)、免疫測定法

　　　　　京都大学大学院生命科学研究科　全能性統御機構学分野

　　　　　住所　京都市左京区北白川追分町

　　　　　TEL　０７５－７５３－６３８１

(2)、生物検定法

　　　　　ビジョンバイオ株式会社

　　　　　住所　福岡県久留米市百年公園１－１

　　　　　　　　久留米リサーチセンタービル １F
　　　　　TEL　０９４２－３６－３１００　

　２　被告が提案する鑑定嘱託先について

被告が10月10日付意見書２頁で鑑定嘱託先として提案する新潟薬科大学応用生命科学部応用生命科学科は、以下の理由により不適切と考える。

同大学同学部の学部長である高木正道教授は、昨年のGMイネ野外実験中止の仮処分手続において、被告実験が安全であることアピールした報告書（疎乙106）を作成した人物であり（この報告書は本訴においても乙１７号証として再び提出された）、のみならず、本GMイネ野外実験の承認申請（甲１参照）において、審査を行なった農林水産技術会議の生物多様性影響評価検討会の委員として「日本初といいますか、有用な遺伝子がこういう形で使われるというのは非常にいいことで、うれしいことだと思う」
といった積極的な発言を行ない、本実験を承認した一人である。このような人物が学部長をつとめる応用生命科学部の応用生命科学科の下では公正な鑑定を期待することは到底不可能であろう。

また、被告は、従前、原告が鑑定嘱託先として提案した東京大学海洋研究所について、同研究所が、本件に関する意見書（甲71）を提出している木暮一啓.氏の勤務先であることを理由に、嘱託先として不適当である旨の意見を述べているが、そうであるならば、新潟薬科大学応用生命科学部応用生命科学科を鑑定嘱託先として提案するのは、やや不見識であろう。

第３、生物検定法について

　被告の主張に対する反論は以下のとおりである。

(1)、滅菌方法について

被告は、原告提案の滅菌方法は「およそ科学的正確性を有する実験を行なうことは極めて困難である」と批判する（10月10日付被告意見書７頁エ）。　　　　　　　　　

しかし、原告の提案は、イネについては通常、葉片培養がなさないため、植物の種子（胚）、緑葉、萼片、花弁、茎頂などを培養する際の標準的な滅菌方法を書いたにすぎず、もしこの一般的な滅菌方法が問題であるならば、単にイネに即して最適と思われる方法を予備実験で確認するだけのことである。過去に事例が見当たらない場合には予備試験で最適と思われる方法を確認するのは実験の常道にほかならず、この程度のことで「およそ科学的正確性を有する実験を行なうことは極めて困難である」と悲鳴を上げるようではどんな実験も不可能と言うほかない。

(2)、Terrasらの実験について

被告は、Terrasらの実験に準じて原告が提案した本GMイネの検定方法のうち「ＢないしＤのペトリ皿を用意する必要性はない」と批判する（同頁カ）。

確かに発芽とディフェンシン産生の関係を調べたシャーレＤは本鑑定では必要不可欠とまではいえないが、しかし、シャーレＢが本鑑定で不要であるとは断定できない。なぜなら、シャーレＢは種子外に流出した物質に抗菌タンパク質（ディフェンシン）が含まれるかどうかを確認するためのもので、本鑑定でも、GMイネから溶出した物質に抗菌タンパク質（ディフェンシン）が含まれるかどうか、きちんと確認するためには、シャーレＢは意味がある。なお、その場合、シャーレＣもまた、熱処理により、種子外に流出した物質に抗菌タンパク質（ディフェンシン）が含まれるかどうかを確認するためのものであり、シャーレＢとＣはダブルチェックとして実施されたものである。

以上、より確実な実験という見地から、シャーレＢとＣは本鑑定でも意義を失わない。

(3)、ネガティブコントロールについて

被告は、「ネガティブ・コントロールとして遺伝子非組換えイネを用いた実験の提案が全くなされておらず、科学的理解に基づき提案された実験方法と考えることはできない」と批判するが（同書７頁ク）、論外である。

なぜなら、前述した通り、シャーレＢとＣは、片や、タンパク分解酵素により、片や、熱処理により本GMイネから産生する抗菌タンパク質（ディフェンシン）を分解してしまい、この方法により、《観察対象とする現象が起こらない対照》を行なったのであり、その意味で、シャーレＢとＣもれっきとしたネガティブコントロールだからである。

他方、被告の言うように「遺伝子非組換えイネを用いた実験」をやりさえすればそれがそのままネガティブコントロールになるわけではない。なぜなら、遺伝子非組換えイネであっても、それがディフェンシンとは異なる抗菌タンパク質を産生する可能性がない訳ではなく、もしそのような場合には溶出した物質が菌糸の増殖を抑えることになり、《観察対象とする現象が起こらない対照》＝ネガティブコントロールにならないからである。

第４、鑑定に要する試料――被告から提供が必要な試料について――

　被告の10月10日付意見書８頁記載の③ないし⑩の試料のうち、理化学機器店や薬品店において、市販品として容易に購入可能な品物については、被告から提供してもらう必要はない。被告から提供してもらう必要があるのは、市販されていない④遺伝子非組換えイネの種子、⑤精製カラシナ・ディフェンシン、⑥カラシナ・ディフェンシンの抗体である。

第５　鑑定費用について

　被告は、10月10日付意見書９頁記載の予納金１００万円の根拠を個別具体的に明らかにされたい。

　また、原告において不要と考えている鑑定を被告が求めるのであれば、その費用については、被告が予納すべきである。

　以　上

� 生物多様性影響評価検討会総合検討会議事録（平成１７年２月３日）35頁。


http://www.s.affrc.go.jp/docs/genome/seibutu_tayou/11kai/pdf/gijiroku_050203.pdf
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